
高野町移住奨励空き家活用住環境整備補助金交付要綱 

令和２年４月１日 

要綱第４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町内の空き家の有効活用と町外からの移住希望者の定住を目的として、

第３条に規定する者が、第４条に掲げる工事に要する費用に対し、高野町移住奨励空き家

活用住環境整備補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で交付するものとし、

その交付に関しては、高野町補助金交付規則（平成８年高野町規則第13号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 空き家 町内に存在する住宅物件で、建築後10年以上が経過している一戸建ての建

築物をいう。 

(2) 基準日 平成28年４月１日をいう。 

(3) 移住 町外に住所及び居所を有する者であって、町内で10年以上定住する意思を持

ち、本町へ住民票を異動し、生活の本拠を移すこと（町内に住所及び居所を移してから

１年以内で、申請時に仮住まいに居住しているが、実績報告時に当該補助金事業を実施

した住宅に住民票を移動していることを含む。）をいう。 

(4) 仮住まい 町内に居住する目的で空き家を購入又は賃貸する者が、当該空き家を居

住可能にするために改修等を完了するまでの間、一時的に町内の他の住宅に住民票を異

動し居住している状態のことをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する者で、事業完了後、

速やかに当該住宅に住民票を移動する者とする。ただし、世帯全員が市区町村税及びその

他の債務（以下「債務」という。）の滞納がある者及び高野町暴力団排除条例（平成23

年６月30日条例第10号）第２条第２号に該当する者は対象としない。なお、町長が特に

認める場合は、この限りでない。 

(1) 町外からの移住者に所有の空き家を貸借するに当たり、居住する住宅として空き家

を改修しようとする当該空き家住宅の所有者 

(2) 自ら居住する住宅として空き家を譲り受け、購入又は借り上げ、移住に際して改修



しようとする町外からの移住者 

(3) 町内で地域おこし協力隊及び集落支援員の任に就いている者又は任期満了から１年

以内の者で、引き続き町内に定住するための住宅を改修する者 

（補助対象工事） 

第４条 補助の対象となる工事は、次の各号に掲げる工事とする。 

(1) 建築基準法（昭和25年法律第201号）その他の法令に違反しない工事であること。 

(2) その他法令及び、町条例に違反しない工事であり、すべての申請を完了したもの。 

(3) 台所、便所、風呂等の給排水工事を伴う改修又は新設工事に限る。 

(4) 下水道への接続に関する工事。 

(5) 高野町指定給水装置工事事業者及び高野町下水道排水設備指定工事店による工事。 

(6) 国、県又は他の町制度による補助等を受けていない工事であること。 

２ 補助金交付の対象となる工事は、基準日以降に空き家を改修する工事かつ補助金の交付

を申請する年度の２月末日までに、竣工のこととする。 

３ 前条第２号に規定する者が第１項の事業を実施しようとする場合には、当該空き家住宅

所有者の承諾を得るものとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条の第１項第３号

から第５号に規定する補助対象工事に要する費用とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内で、最高上限額は100万円とし端数が

生じた場合は千円未満を切り捨てる。 

（補助回数） 

第７条 前条に規定する補助金の交付は、同一住宅について１回限りとする。 

（補助金の申請等） 

第８条 補助金の申請は、高野町奨励空き家活用住環境整備補助金交付申請書（様式第１号）

によるものとする。 

２ 添付する関係書類は、次の各号に掲げる書類とする。 

(1) 空き家の売買契約書又は賃貸契約書の写し（譲受けの場合はその内容を証明できる

書類） 

(2) 登記事項証明書（売買契約時） 

(3) 当該空き家住宅所有者の改修承諾書の写し（賃貸契約時） 



(4) 補助対象工事に係る経費の見積書 

(5) 補助対象工事を行う部分の施工前の状態が確認できる写真 

(6) 対象となる空き家住宅の位置図 

(7) 平面図、立面図又は概略図、その他の補助対象工事の内容が確認できる図面 

(8) その他町長が必要と認める書類 

３ 町長は前項の申請書を受理した時はその内容を審査し、補助金の交付が適当であると認

めた時は、申請者に高野町奨励空き家活用住環境整備補助金交付決定通知書（様式第１―

１号）により通知する。 

（補助事業の内容の変更等） 

第９条 補助金承認の申請は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を提出

して行うものとする。 

(1) 補助事業の内容を変更しようとするとき 高野町移住奨励空き家活用住環境整備補

助金変更承認申請書（様式第２号） 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき 高野町移住奨励空き家活用住環境

整備補助金中止（廃止）承認申請書（様式第３号） 

(3) 高野町補助金交付規則第６条第１項第１号に定める軽微な変更は、補助金の交付の

対象となる経費の30パーセントを超える額の変更以外の変更とする。 

（実績報告） 

第10条 実績報告書は、高野町移住奨励空き家活用住環境整備補助金実績報告書（様式第

４号）によるものとする。 

２ 第１項に添付する関係書類は、次の各号に掲げる書類とする。 

(1) 補助対象工事に係る領収書の写し 

(2) 補助対象工事を行った部分の施工中及び施工後の状態が確認できる写真 

(3) その他町長が必要と認める書類 

３ 前２項に規定する書類の提出期限は、補助事業の完了した日から起算して60日を経過

した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の２月末日のいずれか早い日とす

る。ただし、町長が、特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

４ 町長は、実績報告書に基づいて書類検査等を行い、適正と認めた時は交付すべき補助金

の額を確定し高野町移住奨励空き家活用住環境整備補助金交付確定通知書（様式第４―１

号）により申請者へ通知するものとする。 

（補助金の請求） 



第11条 前条の通知を受けたものは、すみやかに高野町移住奨励空き家活用住環境整備補

助金交付請求書（様式第５号）を町長に提出するものとする。 

（補助金の支払い） 

第12条 補助金の支払いは、前条の提出を受けた後支払うものとする。 

（適用除外） 

第13条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては補助金の交付は行わない

ものとする。 

(1) 既にこの要綱に規定する補助金の交付の対象となった住宅 

(2) 国、県、本町等が実施している他の補助事業による補助金の交付の対象となった部

分の工事 

（補助金の返還等） 

第14条 町長は、補助対象者が次のいずれかに該当した場合には、補助金の全部又は一部

の返還を命ずることができる。 

(1) 第３条に規定する補助対象者の要件を欠くに至ったとき。 

(2) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 虚偽その他不正の行為により補助金の交付を受けた、又は受けようとしたとき。 

（調査） 

第15条 町長は必要があると認めるときは、職員をしてその実情を調査させることができ

る。 

（補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。



 


